
上越市入札監視委員会 令和７年度第１回会議 次第 

 

日 時：令和7 年 5月9 日（金） 13：30～ 

会 場：上越市ガス水道局 3階 災害対策室 

 

１ 開会  

２ 委嘱状交付  

３ 挨拶  

４ 委員自己紹介  

５ 委員長、副委員長選任  

６ 挨拶（委員長・副委員長）  

７ 入札・契約制度の概要  

 ⑴ 上越市入札監視委員会の概要  ・・・・・・・ 資料 1 

⑵ 上越市の契約制度の概要  ・・・・・・・・・ 資料 2 

⑶ 令和 7 年度の入札・契約制度について  ・・・ 資料 3 

⑷ 上越市財務規則【抜粋】  ・・・・・・・・・ 資料 4 

８ 報告  

⑴ 発注状況について 

・市発注  ・・・・・・・・・・・・・・・・ 資料 5－1 

・ガス水道局発注  ・・・・・・・・・・・・ 資料 5－2 

 ⑵ 指名停止措置状況について ・・・・・・・・・ 資料 6 

９ 審議  

・抽出案件の審議について  ・・・・・・・・・ 資料 7 

1 旧橋撤去工事 

2 河川しゅんせつ工事 

3 古川公園遊具更新工事 

4 北諏訪小学校玄関スロープ設置工事 

5 高田城址公園松くい虫防除（樹幹注入）業務委託 

6 ＦＷＤ調査・補修工法選定業務委託 

7 令和 6 年度燃やせるごみ指定袋作製業務（その 4）委託 

8 令和 7 年度上越市二十歳を祝うつどい記念品 

9 可燃性ガス検知器等定期点検業務委託 

10 上越市ガス水道開閉栓ＷＥＢ予約システムカスタマイズ業務委託 

 



上越市入札監視委員会の概要 

 

１ 目的  

入札及び契約手続における客観性及び透明性の向上並びに公正性の確保を図るた

め。 

 

２ 所掌事項 

⑴ 市（ガス水道局含む）が発注した契約の実施状況について報告を求め、報告を

受けた中から案件を抽出し、契約の手続きの方法等について審議を行うこと。（定

例会議） 

⑵ 業者からの再苦情について審議を行うこと。（再苦情処理会議） 

⑶ その他委員会が必要と認める事項について審議を行うこと。 

 

３ 組織 

  6 人以内の委員で組織（氏名・職業の公表） 

 

４ 任期  

  2 年（令和 7年 4月 1日から令和 9年 3月 31 日まで） 

 

５ 会議 

⑴ 委員の半数以上の出席が必要 

⑵ 定例会議は、概ね 4か月に 1回開催（必要に応じて再苦情処理会議を開催） 

⑶ 会議は、原則公開（ただし、次の場合を除く） 

  ・上越市情報公開条例第 6条の非公開情報を有する場合 

（個人や法人の権利利益を害するおそれのある場合など） 

  ・再苦情に関する審議を行う場合 

⑷ 会議の議事（内容）を公表 

   市ホームページ https://www.city.joetsu.niigata.jp 

 

６ 審議の対象案件 

 ⑴ 予定価格が 130 万円を超える工事 

 ⑵ 予定価格が 100 万円を超える委託・物品・印刷・賃貸借 

 

７ 市長への意見等 

⑴ 審議を行った事項や入札制度の改善点等を必要に応じて市長に提言できる。 

 ⑵ 再苦情に係る審議結果は市長に報告し、内容を公表する。 

 

８ 委員の除斥 

  自己又は 3親等以内の親族の利害に関係する審議には参加できない。 

 

９ 守秘義務 

  職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

資料 １ 
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○上越市附属機関設置条例 

令和６年３月22日 

条例第２号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づ

く附属機関の設置に関し、法律又は他の条例に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

（設置） 

第２条 別表第１に定めるところにより、執行機関に附属機関を設置する。 

２ 前項に定めるもののほか、執行機関が必要と認めるときは、別表第２に定めるところに

より附属機関を設置することができる。 

（所掌事務） 

第３条 附属機関の所掌する事務は、別表第１及び別表第２に定めるとおりとする。 

（組織） 

第４条 附属機関の委員（以下「委員」という。）の定数は、別表第１及び別表第２に定め

るとおりとする。 

２ 委員は、別表第１及び別表第２に掲げる者のうちから、執行機関が委嘱し、又は任命す

る。 

３ 委員の任期は、別表第１及び別表第２に掲げるとおりとし、再任を妨げない。ただし、

欠員が生じた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、附属機関に関し必要な事項は、当該附属機関の属す

る執行機関が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（任期の特例） 

２ 別表第１の規定にかかわらず、上越市入札監視委員会について、この条例の施行の日以

後最初に委嘱し、又は任命する委員の任期は、同表中「２年」とあるのは「１年」とする。 

別表第１（第２条―第４条関係） 

執行機関 附属機関 所掌事務 定数 委員の構成 任期 
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市長 上越市入

札監視委

員会 

1 本市の入札及び契約

の実施状況について報

告を求め、その理由及

び経緯を調査及び審議

すること。 

2 その他市長が必要と

認めること。 

6人以内 1 学識経験者 

2 公募に応じた市民 

3 その他市長が必要

と認める者 

2年 

上越市新

産業創造

支援事業

審査委員

会 

1 上越市新産業創造支

援事業補助金の交付事

業者の選定に関するこ

と。 

2 その他市長が必要と

認めること。 

10人以

内 

1 学識経験者 

2 関係団体の代表者 

3 その他市長が必要

と認める者 

2年 

メイド・イ

ン上越認

証等審査

委員会（工

業製品） 

1 メイド・イン上越（工

業製品）の認証及び認

証の更新に関するこ

と。 

2 その他市長が必要と

認めること。 

10人以

内 

1 学識経験者 

2 事業者 

3 関係団体の代表者 

4 その他市長が必要

と認める者 

2年 

メイド・イ

ン上越認

証等審査

委員会（特

産品） 

1 メイド・イン上越（特

産品）の認証及び認証

の更新に関すること。 

2 その他市長が必要と

認めること。 

10人以

内 

1 学識経験者 

2 事業者 

3 その他市長が必要

と認める者 

2年 

別表第２（第２条―第４条関係） 

執行機関 附属機関 所掌事務 定数 委員の構成 任期 

市長 上越市災

害義援金

配分委員

会 

1 義援金の配分の対象

及び基準に関するこ

と。 

2 その他市長が必要と

認めること。 

10人以

内 

1 公共的団体の代表

者 

2 その他市長が必要

と認める者 

委嘱の日

から当該

配分が終

了する日

まで 
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上越市立

保育園の

民間移管

に関する

事業者選

定委員会 

1 保育園の移管先事業

者の選定に関するこ

と。 

2 その他市長が必要と

認めること。 

10人以

内 

1 学識経験者 

2 関係団体の代表者 

3 地縁団体等の代表

者 

4 市の職員 

5 その他市長が必要

と認める者 

委嘱又は

任命の日

から当該

選定が終

了する日

まで 

上越市森

林経営管

理実施権

の設定を

受ける民

間事業者

選定委員

会 

1 森林経営管理法（平成

30年法律第35号）第36

条第3項の規定による

経営管理実施権の設定

を受ける民間事業者の

選定に関すること。 

2 その他市長が必要と

認めること。 

5人以内 1 市の職員 

2 関係行政機関の職

員 

委嘱又は

任命の日

から当該

選定が終

了する日

まで 

市長又は教

育委員会 

指定管理

者の選定

に係る委

員会 

1 各公の施設における

指定管理者の候補者の

選定に関すること。 

2 その他市長又は教育

委員会が必要と認める

こと。 

それぞれ

の委員会

ごとに7

人以内 

1 学識経験者 

2 施設の利用者の代

表者 

3 市の職員 

4 その他市長又は教

育委員会が必要と

認める者 

委嘱又は

任命の日

から当該

選定等が

終了する

日まで 

契約の相

手方の選

定に係る

委員会 

1 本市の委託業務、財産

の売却等に係る契約の

相手方の選定に関する

こと。 

2 その他市長又は教育

委員会が必要と認める

こと。 

それぞれ

の委員会

ごとに

10人以

内 

1 学識経験者 

2 市の職員 

3 その他市長又は教

育委員会が必要と

認める者 

委嘱又は

任命の日

から当該

選定等が

終了する

日まで 
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○上越市附属機関設置条例施行規則 

令和６年３月22日 

規則第７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、上越市附属機関設置条例（令和６年上越市条例第２号）の施行に関し

必要な事項を定めるものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第２条 附属機関に委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、附属機関を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第３条 附属機関の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

（関係者の出席等） 

第４条 附属機関は、審査又は審議に必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意

見若しくは説明を聴き、又は関係者に対して必要な資料の提出を求めることができる。 

２ 前項の規定により会議に出席した関係者は、出席した会議において知り得た秘密を漏ら

してはならない。 

（守秘義務） 

第５条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。 

（その他） 

第６条 この規則に定めるもののほか、附属機関の運営に関し必要な事項は、附属機関が別

に定める。 

附 則 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 
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○上越市入札監視委員会運営要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、上越市附属機関設置条例（令和６年上越市条例第２号。以下「条例」

という。）別表第２に基づき設置する上越市入札監視委員会（以下「委員会」という。）

の運営に関し、条例及び上越市附属機関設置条例施行規則（令和６年上越市規則第７号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次の各号に掲げる事務を行う。 

(1) 本市が発注した建設工事、委託及び物品の製造又は購入（以下「工事等」という。）

の契約の実施状況の報告を求め、当該報告のあった工事等の契約のうちから抽出したも

のについて、次に掲げる工事等の区分に応じ、次に定める事項の審議を行うこと。 

ア 一般競争入札により発注した工事等 入札に参加する資格の設定の理由及び経緯 

イ 指名競争入札により発注した工事等 指名の理由及び経緯 

ウ 随意契約により発注した工事等 随意契約の理由 

(2) 本市が発注した工事等の入札及び契約手続並びに別に定める指名停止、警告又は注

意の喚起に係る再苦情（苦情の申立てに対する回答に不服がある人及び法人が再度申し

立てる苦情をいう。以下同じ。）について審議を行うこと。 

(3) 上越市建設工事成績評定実施要綱（平成14年４月１日実施）第８条第２項の規定に

よる諮問に応じて再説明に係る審議を行うこと。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める事項について審議を行うこと。 

（会議） 

第３条 前条第１号及び第４号に規定する事項に係る会議はおおむね４月に１回、同条第２

号及び第３号に規定する所掌事項に係る会議（以下「再苦情処理会議」という。）は必要

に応じて、開催する。 

（市長への意見） 

第４条 委員会は、第２条第１号又は第４号の規定により審議を行った事項について、市に

改善すべき点等があると認めるときは、市長に意見を述べることができる。 

２ 委員会は、前項の規定により述べた意見の内容を公表するものとする。 

（再苦情の審議等） 

第５条 委員会は、再苦情及び再説明（以下「再苦情等」という。）についての審議の依頼

があったときは、第３条の規定により再苦情処理会議を開催し、審議を行うものとする。 
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２ 委員会は、前項に規定する審議の結果を市長に報告するとともに、これを公表するもの

とする。 

３ 委員会は、前項の規定による報告を、再苦情等の申立てがあった日から起算して60日

以内に行わなければならない。 

４ 委員会は、第１項の規定にかかわらず、審議の依頼があった再苦情等が客観的かつ明白

に再苦情等の申立ての適格を欠くと認められるときは、当該再苦情等についての審議を行

わないことができる。この場合において、委員会は、その旨を速やかに市長に報告するも

のとする。 

（委員の除斥） 

第６条 委員は、自己又は３親等以内の親族の利害に関係する審議に参加することができな

い。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、契約検査課において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から実施する。 

（上越市入札監視委員会設置要綱の廃止） 

２ 上越市入札監視委員会設置要綱（平成15年７月１日実施）は、廃止する。 
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上越市の契約制度の概要 
 

１ 契約の方法 

契約の方法 メリット デメリット 

制限付き一般

競争入札 

広範な参加機会 

競争性の向上 

談合の防止 

事業所の所在地、工事の実績等を参

加資格要件として定めることによ

り、不適格業者を可能な限り排除す

るとともに品質を確保 

不適格業者が参加する可能性あり 

品質の低下 

事務量の増 

指名競争入札 

不適格業者の排除 

品質の確保・向上 

 

入札参加業者の固定化 

一般競争入札と比べ競争性が低下 

一般競争入札と比べ談合がしやすい 

見積合わせ 

（随意契約） 

的確な業者選定 

価格以外の要素を考慮 

事務の負担軽減 

契約業者の偏り 

競争性の低下 

経済性の低下 

 

２ 予定価格と最低制限価格 

⑴ 予定価格とは 

市が契約を締結する際に、この金額を超えて契約をしてはならないとする上限金額で、全

ての契約において設定 

⑵ 最低制限価格とは 

市が契約を締結する際に、この金額未満の額では契約を行わないとする下限金額で、必要

に応じて設定 

⑶ 落札の仕組み 

 

  Ａ社   

   

  Ｂ社 

  Ｃ社 

 

  Ｄ社（落札者） 

  

 

  Ｅ社（※最低制限価格を設定していない場合は落札者となる） 

 

 

予定価格（＝設計額） 

最低制限価格 

予算額 

入

札

価

格 

落
札
ゾ
ー
ン 

資料 ２ 
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入札・契約の流れ（工事の場合） 
 

発注担当課 

（事業課） 

契約検査課 
業 者 

検査担当 契約担当 

     

 

※公表している項目  

○入札参加資格者名簿 

業者名、住所、ランク 

○年間発注見通し（予定価格が130万円を超える建設工事） 

名称、場所、期間、種別、概要、発注時期、契約の方法 

○入札結果 

入札日、予定価格、最低制限価格、工事名称、場所、期間、種別、概要、契約の方法、指名業者、入

札額、指名理由、契約相手の名称、契約金額 

入札参加資格要件

等審査委員会 

支払い 

入札参加資格要件（案）

の設定又は業者選定

（案）の作成 

 

入札参加資格又は指名

業者の決定 

・入札方法決定 

・予定価格設定 

・制限価格設定 

（公告又は入札通知） 入札参加申請 

又は 

指名通知受領 

契約締結 

工事施工 

入札（工事費内訳書添付） 

設計書 

作 成 

 

設計書 

審 査 

 

工事費内訳書確認 

落札決定 

履行検査 
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令和７年度の入札・契約制度について 
 

■時限措置 

項 目 説  明 

現場代理人の常駐

（兼任）義務の緩

和措置 

【当分の間】 

● 施工場所が市内で、当初契約金額が 1 件 4,500 万円未満の工事について、当

初契約金額の合計が 9,000 万円未満で 5件まで兼任を認めます。 

なお、当初契約金額が 1件 4,500 万円以上の工事を含む場合は、対象工事に

密接な関係がある工事又は施工に当たり相互に調整を要する工事で、現場の相

互の間隔が 10㎞程度以内の場合に限り、2件まで兼任を認めます。 

※施工内容の難易度等から兼任を認めない場合は、発注時の設計図書等に記載します。 

※各工事の監督員と兼務について協議を行い、承諾を得た上で提出してください。 

見積期間 

【令和 8年 3月 31

日まで延長】 

● 予定価格が 5,000 万円以上 1.5 億円未満の工事について、見積期間を土日・

祝日を除く 10日間とします。 

 

■電子入札の運用方法 
● 電子入札を次のとおり運用しています。 

 ◇入札通知日：原則として木曜日（木曜日が祝日の場合は前日） 

 ◇開札日：指名通知書で指定する日の午前 9時以降（同日に複数の案件がある場合は順次開札） 

 ◇契約書：電子入札システムによる落札決定通知書の送信日以降、電子契約又は紙契約 

 ◇その他留意事項 

  ※平成 27年度から入札時の工事費内訳書の提出が義務化されたことを受け、開札後は落札決定を

保留とし、工事費内訳書の点検後に落札決定を行う。（案件数の多寡にもよりますが、通常は、

開札日又は開札日の翌日（開札日が金曜日の場合は月曜日）に落札決定通知書を送信します。） 

  ※制限付き一般競争入札の場合は、工事費内訳書の点検後に落札候補者に対して入札参加要件の

確認資料の提出を求めます。 

※電子入札システムが利用できなくなった場合は、速やかに契約検査課へ連絡してください。 

【電子入札システムによる指名競争入札の流れ（4月 10 日通知の場合）】 

４月１０日（木）  入札通知日 

   １１日（金） 

   １２日（土） 

   １３日（日） 

   １４日（月） 

   １５日（火） 

   １６日（水） 

   １７日（木）                       見積期間１０日間 

   １８日（金）                       ※入札通知日・開札日・土日祝日を除く 

   １９日（土） 

   ２０日（日） 

   ２１日（月） 

   ２２日（火）  入札開始※入札時に工事費内訳書を添付 

   ２３日（水）      

   ２４日（木）  入札終了 

   ２５日（金）  開札日（落札決定保留） 

   ２６日（土）～２７日（日） 

   ２８日（月）                       工事費内訳書の点検 

   ２９日（火・祝）～５月 ６日（火・休日）   

 ５月 ７日（水） （落札決定日）※案件数が多い場合等 

 

資料 ３ 
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建設工事及び建設コンサルタント等業務委託の入札・契約制度の概要 
 

■令和 7年度入札・契約制度の概要 

 

 項  目 内    容 

競 
 
 

争 
 
 

性 

制限付き一般

競争入札 

【対象範囲】 

・設計金額が 2,000 万円以上の工事 

【公告場所】 

・契約検査課閲覧所 

・市ホームページ 

・業界新聞への情報提供 

【設計図書の閲覧方法】 

・市ホームページ（新潟県入札情報サービス）からダウンロード又は契約検

査課閲覧所での閲覧 

【落札者の決定方法】 

・入札により落札候補者を決定し、入札参加資格要件を審査した後、落札者

として決定（事後審査型） 

・最初の落札候補者が資格要件を満たさない場合は、次点者を審査 

指名競争入札 

【対象範囲】 

・設計金額が 2,000 万円未満の工事 

・設計金額が 50 万円超の建設コンサルタント等業務 

【業者数の基準（工事）】 

Ａ級工事 14 業者 

Ｂ級工事 14 業者 

Ｃ級工事 12 業者 

Ｄ級工事 8 業者 

※工事等級のない工種（工事） 

予定価格 500 万円以上 14 業者 

予定価格 500 万円未満 12 業者 

【設計図書の閲覧方法】 

・市ホームページ（新潟県入札情報サービス）からダウンロード又は契約検

査課閲覧所での閲覧 
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公 

平 

性 

・ 

公 

正 

性 

工事費内訳書

の提出 

【概要】 

・建設工事の入札時において入札金額に対する内訳書の提出を求める。内訳

書の内容に不備があった場合は、当該入札参加者の入札を無効とする。 

  ［無効要件］ 

    ア 内訳書未提出 

    イ 入札金額と内訳書合計金額の不一致 

ウ 内訳書の計算誤り など 

社会保険等の

加入促進に向

けた取組 

【概要】 

・元請業者に提出義務がある「施工体制台帳」の「健康保険等の加入状況」

欄に記載されている健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入状況を確

認する。 

・社会保険等の未加入が確認された場合は、元請業者に対して、当該下請業

者への社会保険等加入指導を要請する。なお、要請後、一定期間が経過し

ても社会保険等の加入が確認できない場合は、発注者から建設業許可機関

等に未加入情報を通知する。 

・社会保険等未加入業者を下請次数にかかわらず下請契約の相手方としな

い。 

・受注者に対して法定福利費（工事に従事する現場労働者に関する健康保険、

厚生年金保険及び雇用保険の事業主負担額）を明示した請負代金内訳書の

提出を求める。 

【対象工事】 

・契約検査課において入札・契約事務を行う工事 

１抜け方式に

よる入札 

【概要】 

・受注機会の均等を図るため、次の条件全てに当てはまる入札を実施する場

合、1 度落札した業者が次の入札に参加できない方式を必要に応じて実施

する。（電子入札により入札に参加している場合は、辞退扱いとする。） 

① 入札方法が同じ（制限付き一般競争入札、指名競争入札ごと） 

② 工種又は業務内容が同じ 

③ 入札参加資格要件が同じ 

④ 同日に行う入札 

苦情申出制度 

【概要】 

・指名競争入札で指名されなかった場合や制限付き一般競争入札で入札参加

資格が認められなかった場合又は指名停止等の措置を受けた場合、業者が

市に対して苦情を申立てることができる。 

・苦情に対する市の回答に不服がある場合は、再申立てをすることができる。

この場合、入札監視委員会で対応方法を審議する。 
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公 

平 

性 

・ 

公 

正 

性 

少額工事等契

約希望者登録

制度 

【概要】 

・少額工事等の範囲は、1 件の金額が 130 万円以下の工事及び修繕のうち、

内容が軽易であり、かつ、履行の確保が容易であるものとする。発注に当

たっては、見積り合わせを原則とし、見積り依頼業者については、少額工

事等契約希望者登録名簿に登載している業者から希望順を考慮の上、選定

する。 

【登録対象者及び申請】 

・建設工事の入札参加資格を有しない市内に本社がある法人又は個人 

・登録申請は、随時受付 

電子契約サー

ビス 

【概要】 

・書面（紙媒体）の契約書で締結している契約を、インターネットを利用し

た電子データによる契約書で契約を締結するもの。 

【対象契約】 

・契約検査課及びガス水道局総務課が取り扱う建設工事、測量、建設コンサ

ルタント等、業務委託、物品、賃貸借に係る契約 

【手続きの流れ】 

・電子契約、紙契約の希望に関わらず、すべての電子契約対象案件において、

落札者は、落札決定日の翌日正午（落札決定日の翌日が土日祝日の場合は、

次の平日）までに電子契約に係る申請書を提出する。必ず Excel 形式で申

請書に記載の提出先メールアドレスに提出する。 

・電子契約の場合、市は電子契約に係る申請書に基づき契約書を作成し、電

子契約サービスにアップロードする。 

・紙契約の場合、市は電子契約に係る申請書に基づき契約書を作成し、落札

者へ連絡するので、落札者は契約検査課窓口で受領する。 

透 

明 

性 

・ 

客 

観 

性 

予定価格等の

公表 

・全ての入札で予定価格、最低制限価格及び指名業者を落札者決定後に公表

する。 

電子入札の推

進 

【概要】 

・予定価格130万円超の建設工事及び予定価格 50万円超の建設コンサルタン

ト等業務委託について、全て電子入札で執行する。（随意契約を除く） 

・入札参加要件として電子入札導入業者を優先する。 

発注見通しの

公表 

【概要】 

・概算額が130万円超の工事及び 50万円超の業務委託の年間発注見通しを公

表する。（公表時期：年度当初、10月、1月の年 3回（追加・変更等を反映） 
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入札結果等の

公表    

【概要】 

・入札及び見積り結果、変更契約の内容、指名停止措置などを市ホームペー

ジで随時公表する。 

入札の公開 
【概要】 

・入札を市民に公開する。 

入札監視委員

会の設置 

【概要】 

・市が発注した建設工事等の入札及び契約手続が適正に行われているかを審

議する。 

・市が発注した建設工事等の入札及び契約手続並びに指名停止等措置に係る

再苦情について審議する。 

【委員数】 

 ・6人以内（有識者及び公募市民） 

【開催数】 

 ・3回／年程度 

品 

質 

確 

保 
 
 

総合評価方式

の試行 

【概要】 

・価格と価格以外の要素（例：企業の実績、技術者の能力、地域貢献度など）

を総合的に評価し、最も評価の高い者を落札者とする。 

制限付き一般

競争入札の参

加対象範囲 

【概要】 

・土木、建築工事のＢランク工事うち、制限付き一般競争入札で執行する予定

価格が 2,000 万円以上の工事は、難易度や品質確保の面から、格付Ａラン

ク業者の参加を認める。 

低入札価格調

査制度の試行 

【概要】 

・最低入札金額（見積金額）が予定価格の 85％を下回った場合、応札者から

積算内訳書の提出を求めるとともに、積算内容の聞き取り調査を行い、契

約の内容に適合した履行がなされると認めたときは、最低価格入札者を落

札者として決定する。 

・調査対象 

最低制限価格を設けていない仕様書発注の工事及び業務委託 

・主な調査項目 

① 賃金が最低賃金額以上であること。 

② 資格・人員配置が適切であること。 

③ 当該業務に必要な資機材等が確保されていること。 

④ 仕様書にある項目が漏れなく積算されていること。 

透 

明 

性 

・ 

客 

観 

性 
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最低制限価格

の設定 

【概要】 

・設計価格が 130 万円超の建設工事及び設計価格が 50万円超の設計・測量・

調査等の建設コンサルタント等業務委託で設定し、最低制限価格を下回っ

た場合は失格とする。（仕様書発注の場合を除く） 

【算定式】 

 ■建設工事 

 （直接工事費＋共通仮設費×9/10＋現場管理費相当額×9/10＋一般管理費

等×6.8/10）＝入札書比較制限価格（最低制限価格の税抜き）※1万円未満

切り上げ 

 ※入札書比較制限価格は予定価格の 75％から 92％の範囲とする。 

※上記経費の分類は、土木工事標準積算基準書及び公共建築工事積算基準

を原則とする。 

 ■建設コンサルタント等業務 

 （直接費＋諸経費等×7/10） 

＝入札書比較制限価格（最低制限価格の税抜き）※千円未満切り上げ 

区 分 直接費 諸経費等 

測量業務 直接測量費 諸経費 

地質調査業務 直接調査費＋間接調査費 諸経費 

設計業務 
直接人件費＋直接経費の内 

以下のア～オに該当するもの 
その他原価＋一般管理費 

物件調査業務 直接原価 その他原価＋一般管理費 

※ア：事務用品費、イ：旅費交通費、ウ：電子成果品作成費、エ：電子計算機

使用料及び機械器具損料、オ：特許使用料、製図費等 

共同企業体運

用基準 

【対象工事・金額基準】 

土木工事・建築工事・設備工事 1.5 億円以上 

  ※上記のほか、共同企業体により安定的な施工が図られる建設工事 

【構成要件】 ※各付け等級がある場合 

構成員数 格付 

2 社の場合 Ａランク＋Ａランク 

3 社の場合 
Ａランク＋Ａランク＋Ａランク 

Ａランク＋Ａランク＋Ｂランク 

【出資比率】 

構成員数 代表者の出資比率 代表者以外の出資比率 

2 社の場合 50％超 30％以上 

3 社の場合 40％以上 20％以上 
 
 

品 

質 

確 

保 
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品 

質 

確 

保 

営繕工事にお

ける設計変更

等の円滑化 

【概要】 

・営繕工事において、積算数量書などの資料を建設工事請負基準約款第 1 条

に規定する「設計図書」として位置付ける。 

※営繕工事…建築物の造営と修繕のことをいい、建築物の新築、増築、改

築、修繕、模様替え等の工事を指す。 

施工時期選択

可能工事制度

の試行 

【概要】 

・発注者が示した工事開始期限日までの間で、受注者が工事開始日（工事の始

期）を選択する方式（余裕期間制度：任意着手方式） 

・工事開始期限日は、標準工期の 30％を超えない範囲で、工事ごとに発注者

が定める。 

・工期は、受注者が選択した工事開始日から発注者が指定する工事日数を加

えたものとなる。 

・対象工事 

予定価格が 130 万円超 2,000 万円未満で入札に付する次の①又は②の工事

（ただし、災害復旧工事など緊急性のある工事等を除く） 

① 債務負担行為を設定し、1 月から 3 月までに支出負担行為を行う工事

又は繰越明許の議会承認を受けた予算を充当する工事 

② 4月から 12 月までに支出負担行為を行うもののうち、12月末日までに

契約を締結する工事 

特記仕様書に施工時期選択可能工事制度の対象であることを明記する。 

※詳細は、施工時期選択可能工事制度試行要領による。 

 

地域保全型工

事発注工事の

試行 

【概要】 

・市が認定する地域に貢献する地元企業に対して、地域保全型工事を発注す

ることを通じて、地域貢献地元企業の受注機会の確保を図る。 

・対象工事 

 予定価格が 130 万円超 2,000 万円未満で入札に付す特殊な技術を要しない

土木一式工事で次の①又は②の工事 

 ①地域の安全・安心確保に深く関わる工事 

 ②災害復旧工事又は維持・補修系工事 

・発注対象区 

 安塚区、浦川原区、大島区、牧区 

・地域貢献地元企業の認定手続き 

 認定を受けようとする入札参加資格者は、申請書に実績の証明を添付し、

市に提出する。 

※詳細は、地域保全型工事発注試行要領による。 
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そ 
 

の 
 

他 

前払金制度 

【概要】 

・前払金は、130 万円超の工事の場合は請負金額の 40％、50 万円超の建設コ

ンサルタント等業務委託の場合は請負金額の 30％を上限とする。 

・中間前払金は、請負金額が 130 万円超で工期が 60 日以上の工事を対象に、

請負金額の 20％を上限とする。 

障害者多数雇

用者優遇制度 

【概要】 

・法定雇用率を超える障害者を雇用している事業者に対し、受注機会の拡大

を図るため、障害者を多数雇用する事業者を登録し、申請物品等の発注の

際、優先的に指名する。 

工事業者の格

付のための総

合評点に加算

する主観項目 

【主観項目と加算点】 

主観項目名 加算点 

優良工事受賞者 10 点 

男女共同参画社会の促進 10 点 

障害者雇用の促進 10 点 

労働安全衛生の認証取得者 10 点 

消防団協力事業所認定者 10 点 

除雪業務受託者 10 点 

エコアクション 21取得者 10 点 
 

市内営業所業

者の入札参加

要件 

【概要】 

・建設工事の指名基準となる営業所の要件を次のとおりとする。 

① 契約締結などの権限を委任されている者が常駐していること。 

② 実態的な営業活動を 5年以上行っていること。 

③ 営業する許可業種に対応する専任技術者が常駐していること。 

④ 営業所に常勤する従業員が 3人以上であること。 

⑤ 営業所としている建物内において、明確に区分された事務室が設け

られていること。 

※ただし、工事内容によって、指名者数が少数となり、競争性が確保でき

ないと判断した場合は、この限りでない。 

・建設コンサルタント等業務の営業所の要件を次のとおりとする。 

① 契約締結などの権限を委任されている者が常駐していること。 

② 実態的な営業活動を 1年以上行っていること。 

③ 営業所に常勤する従業員が 1人以上であること。 

④ 営業所としている建物内において、明確に区分された事務室が設け

られていること。 

※ただし、業務内容によって、指名者数が少数となり、競争性が確保で

きないと判断した場合は、この限りではない。 
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週休 2 日適用

工事及び週休

2日促進工事 

【概要】 

・週休 2日適用工事及び週休 2日促進工事を新たに制定し、「月単位」又は「通

期」において 4週 8休以上の現場閉所を行う工事を対象として、各実施 要

領に基づき工事設計書の労務費等に補正加算を行う。 

・対象工事 週休 2日適用工事・・・土木工事、港湾工事 

      週休 2日促進工事・・・営繕工事 

 ・なお、農業土木工事、林業土木工事においては、週休 2 日取得モデル工事

を継続とする。 

※詳細は、各対象工事の実施要領による。 

建設CALSの運

用 

【概要】 

・建設 CALS（電子協議・電子納品・電子検査）について、土木工事において

一部運用を行います 

・工事設計書において、特記仕様書が添付されている工事を対象とします。 

※詳細は、市ホームページ「上越市電子納品実施要領（案）（工事編）」を参

照。 

工事実績情報

サ ー ビ ス

（CORINS）の

登録 

【概要】 

・対象工事を受注した場合、工事実績情報サービス（CORINS：（一財）日本建

設情報総合センター）に受注者が登録を行う。 

・対象工事 

請負金額が 500 万円以上の建設工事 

 

  

そ 
 

の 
 

他 
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<工事の発注標準と業者の格付基準> 

工種 級 発注標準 格付 

土木 

Ａ 3,000 万円以上 790 点以上（特定建設業許可業者に限る） 

Ｂ 1,100 万円以上、3,000 万円未満 
特定建設業許可業者は 690 点以上 790 点未満、 

一般建設業許可業者は 690 点以上 

Ｃ 400 万円以上、1,100 万円未満 610 点以上 690 点未満 

Ｄ 400 万円未満 610 点未満 

建築 

Ａ 2,200 万円以上 790 点以上（特定建設業許可業者に限る） 

Ｂ 600 万円以上、2,200 万円未満 
特定建設業許可業者は 700 点以上 790 点未満、 

一般建設業許可業者は 700 点以上 

Ｃ 300 万円以上、600 万円未満 600 点以上 700 点未満 

Ｄ 300 万円未満 600 点未満 

電気 

Ａ 500 万円以上 690 点以上 

Ｂ 500 万円未満 690 点未満 

管 

Ａ 500 万円以上 710 点以上 

Ｂ 500 万円未満 710 点未満 

舗装 

Ａ 1,600 万円以上 1,000 点以上（特定建設業許可業者に限る） 

Ｂ 1,600 万円未満 
特定建設業許可業者は 1,000 点未満、一般建設

業許可業者は全ての評点 
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○上越市財務規則【抜粋】 

 

第７章 契約 

第１節 通則 

（適用の範囲） 

第１３３条 売買、貸借、請負その他の契約は、法律又はこれに基づく政令に別の定めのある

場合のほか、この章の定めるところによる。 

（契約に関する事務） 

第１３４条 契約検査課長及び用地管財課長（以下「契約担当課長」という。）は、市の契約

に関する事務を行うものとする。ただし、市長が必要があると認めるときは、課長等にその

事務の一部を行わせることができる。 

（長期継続契約を締結することができる契約） 

第１３４条の２ 上越市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例（平成１７年

上越市条例第１２６号）第２条第９号に規定する規則で定めるものは、次のとおりとする。 

(1) 仮設建築物の賃貸借契約 

(2) 厨
ちゆう

房機器の賃貸借契約 

(3) 長期継続契約により借り入れる物品の保守管理に関する委託契約 

(4) その他契約検査課長が別に指定する契約 

（契約の方法等） 

第１３５条 契約担当課長は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合においては、次

項、第３項又は第５項に規定する場合を除き、一般競争入札に付さなければならない。 

２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、指名競争入札に付することができる。 

(1) 工事又は製造の請負、物件の売買その他の契約でその性質又は目的が一般競争入札に

適しないものをするとき。 

(2) その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必要がない

と認められる程度に少数である契約をするとき。 

(3) 一般競争入札によることが不利と認められるとき。 

３ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、競争に付さずに随意による契約（以下「随

意契約」という。）を締結することができる。 

(1) 売買、貸借、請負その他の契約でその予定価格（貸借契約にあっては、予定賃貸借料の

年額又は総額）が別表第４左欄に掲げる契約の種類に応じ同表右欄に定める金額を超えな

いものとするとき。 

(2) 不動産の買入れ又は借入れ、市が必要とする物品の製造、修理、加工又は納入に使用さ

せるため必要な物品の売払いその他の契約でその性質又は目的が競争入札に適しないも

のとするとき。 

(3) 次に掲げる施設等において製作された物品を買い入れる契約をするとき。 

ア 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号）第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業（同条第７項に規定する生活介

護、同条第１３項に規定する就労移行支援又は同条第１４項に規定する就労継続支援を

行う事業に限る。）を行う施設（以下「障害福祉サービス施設」という。） 

イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第１１項に規

定する障害者支援施設（以下「障害者支援施設」という。） 

ウ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５条第２７項に規

定する地域活動支援センター（以下「地域活動支援センター」という。） 

エ 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条第１号に規定する障害者の地域にお

ける作業活動の場として同法第１８条第３項の規定により必要な費用の助成を受けて

資料 ４ 
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いる施設（以下「小規模作業所」という。） 

(4) 次に掲げる施設等から役務の提供（キに掲げる団体に係る役務の提供にあっては、母子

及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第６項に規定する母子・

父子福祉団体（以下「母子・父子福祉団体」という。）が行う事業でその事業に使用され

る者が主として同項に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養しているもの及び同条

第４項に規定する寡婦であるものに係る役務の提供に限る。）を受ける契約をするとき。 

ア 障害福祉サービス施設 

イ 障害者支援施設 

ウ 地域活動支援センター 

エ 小規模作業所 

オ 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）第３７条第１項

に規定するシルバー人材センター連合 

カ 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第３７条第２項に規定するシルバー人材セ

ンター 

キ 母子・父子福祉団体 

(5) 地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号）第１２条の３の規定により市長の

認定を受けた者が新商品として生産する物品を買い入れる契約をするとき。 

(6) 緊急の必要により競争入札に付することができないとき。 

(7) 競争入札に付することが不利と認められるとき。 

(8) 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき。 

(9) 競争入札に付し入札者がないとき、又は再入札に付し落札者がないとき。 

(10) 落札者が契約を締結しないとき。 

４ 施行令第１６７条の２第１項第３号及び第４号に規定する規則で定める手続は、次のとお

りとする。 

(1) あらかじめ契約の発注見通しを公表すること。 

(2) 契約を締結する前に、契約内容、契約の相手方の決定方法、選定基準等を公表すること。 

(3) 契約を締結した後に、契約の相手方となった者の氏名（法人の場合は、その名称）、契

約の相手方とした理由その他契約の締結状況について公表すること。 

５ 動産の売払いで当該契約の性質が競り売りに適しているときは、競り売りの方法により契

約を締結することができる。 

（契約書の作成） 

第１３６条 契約担当課長は、競争入札により落札者を決定したとき、又は随意契約の相手方

を決定したときは、直ちに契約書を２通作成し、相互に交換しなければならない。ただし、

次の各号のいずれかに該当するときは、契約書の作成を省略することができる。 

(1) 物件の売払いの場合において、買主が直ちに代金を納めてその物件を引き取るとき。 

(2) 電力、ガス、水道及び電信電話等の供給契約又は使用契約をするとき。 

(3) 官公署その他これに準ずる機関と契約するとき。 

(4) 競り売り及び売価表示販売をするとき。 

(5) 前条第３項第１号に規定する契約をするとき。 

２ 契約担当課長は、前項第５号に該当する場合に契約書の作成を省略するときは、契約の適

正な履行を確保するため契約の相手方に請書その他これに準ずる書類を提出させなければ

ならない。ただし、別に定める要件に該当するときは、この限りでない。 

（契約書の記載事項） 

第１３７条 前条の規定により、契約担当課長が作成すべき契約書には、次に掲げる事項を記

載しなければならない。ただし、契約の性質又は目的により該当のない事項については、こ

の限りでない。 

(1) 契約の目的 

(2) 契約金額 
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(3) 契約履行期限及び場所 

(4) 契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

(5) 契約保証金の額 

(6) 債権債務の譲渡に関する事項 

(7) 履行の遅滞その他債務の不履行の場合における契約の解除、遅延利息、違約金その他の

損害金 

(8) 危険負担 

(9) 瑕疵
か し

担保責任 

(10) 契約に関する紛争解決の方法 

(11) 監督及び検査 

(12) その他必要な事項 

（契約保証金） 

第１３８条 契約担当課長は、契約の相手方に契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を

納付させなければならない。ただし、第１４０条の規定による仮契約の場合にあっては、こ

の限りでない。 

２ 前項の保証金の納付は、契約金額の１００分の１０以上に相当すると認められる第２０１

条第１項に規定する有価証券をもって代えることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず、契約保証金の率又は額について、他の条例又は規則に定めが

あるときは、当該他の条例又は規則に定める率又は額とする。 

４ 第１項の保証金の納付は、次に掲げる担保の提供をもって代えることができる。この場合

において、当該担保の価値は、保証すべき契約の契約保証金の額でなければならない。 

(1) 銀行その他市が確実と認める金融機関の保証 

(2) 公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第４項に規定する保証事業会社の保証 

５ 契約担当課長は、第１項本文の規定にかかわらず、次に掲げる場合においては、契約保証

金の全部又は一部の納付を免除することができる。 

(1) 契約の相手方が保険会社との間に市を被保険者とする履行保証保険契約を締結したと

き。 

(2) 契約の相手方から委託を受けた保険会社と工事履行保証契約を締結したとき。 

(3) 施行令第１６７条の５及び第１６７条の１１の規定に基づき別に市長が定める資格を

有する者が契約の相手方であり、その者が過去２年の間に国又は地方公共団体と種類及び

規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、これらを全て誠実に履行し、か

つ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

(4) 法令に基づき延納が認められる場合において、確実な担保が提供されたとき。 

(5) 物品を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納されるとき。 

(6) 随意契約を締結する場合において、契約金額が少額であり、かつ、契約の相手方が契約

を履行しないこととなるおそれがないとき。 

(7) 国、地方公共団体その他公法人又は公益社団法人若しくは公益財団法人と契約を締結

するとき。 

６ 契約保証金は、契約の相手方が契約条項に定める義務を履行したときに還付する。 

（契約保証金の受入れ及び払出しの手続） 

第１３９条 契約保証金の受入れ及び払出しの手続については、収入及び支出の例による。 

（仮契約書の作成） 

第１４０条 契約担当課長は、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（昭和４６年上越市条例第６９号）の規定により議会の議決に付すべき契約を締結しよう

とするときは、一般競争入札又は指名競争入札の落札者に対し、当該契約は議会の同意を得

たときには本契約として認められる旨の契約（以下「仮契約」という。）に関する書類を作

成し、契約の相手方と相互に交換しなければならない。 

２ 契約担当課長は、前項の場合において議会の議決があったときは、速やかにその旨を落札
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者に書面をもって通知しなければならない。 

（違約金の徴収） 

第１４１条 契約担当課長は、契約の相手方がその責めに帰すべき事由により契約期間内に契

約を履行しない場合は、契約の定めるところにより、市長の決裁を受けて遅延日数１日につ

き契約金額の１万分の４以上の割合で違約金を徴収することができる。 

２ 前項の違約金は、契約の相手方に支払うべき代金又は契約保証金を相殺し、なお不足があ

るときは追徴する。 

（契約の解除） 

第１４２条 契約担当課長は、契約の相手方が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

契約を解除することができる。 

(1) 期限若しくは期間内に契約を履行しないとき、又は履行する見込みがないと認められ

るとき。 

(2) 正当な理由がないのに契約の履行に着手しないとき。 

(3) 契約の解除の申出をしたとき。 

(4) 契約の履行の確保又は確認をするために行う監督又は検査に際し、当該契約の相手方

若しくはその代理人又は支配人その他の使用人が監督又は検査を行う者の職務の執行若

しくは指示を拒み、妨げ、又は忌避したとき。 

(5) 前各号に定めるもののほか、契約の目的を達成することができないと認められるとき。 

２ 契約の解除は、書面をもってしなければならない。ただし、第１３６条第１項ただし書の

規定により契約書の作成を省略した場合は、この限りでない。 

（監督及び検査） 

第１４３条 課長等は、工事又は製造その他についての請負契約が締結されたときは、自ら又

は補助者に命じて契約の適正な履行を確保するため、立会い、指示その他適切な方法により

監督しなければならない。 

２ 契約の相手方は、工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件の買入れその他の

契約を履行したときは、速やかにその旨を課長等に届け出なければならない。 

３ 契約検査課長又は課長等は、前項の届出があったときは、直ちに自ら又は工事検査員若し

くは補助者に命じてその受ける給付の完了の確認をするため、設計書又は仕様書その他関係

書類に基づいて必要な検査を行わなければならない。 

４ 契約検査課長又は課長等は、特に専門的な知識又は技能を必要とすることその他の理由に

より前項の職員によって検査をすることが困難であり、又は適当でないと認めるときは、職

員以外の者に委託して検査をさせることができる。契約の履行を確保するための監督につい

ても、また同様とする。 

（検査調書の作成） 

第１４４条 契約検査課長又は課長等から検査を命ぜられた工事検査員又は補助者は、前条第

３項の規定に基づく検査を完了した場合においては、検査調書を作成しなければならない。

ただし、別に定める要件に該当するときは、検査調書の作成を省略することができる。 

２ 前項の規定により契約検査課長又は課長等から検査を命ぜられた工事検査員又は補助者

は、検査調書を作成した場合には、当該検査を命じた契約検査課長又は課長等に検査調書を

提出しなければならない。 

３ 収支命令職員は、第１項の規定による検査調書によらなければ当該契約に係る経費につい

て支出命令をしてはならない。ただし、同項ただし書の規定により検査調書の作成を省略す

るときは、請求書又は支出調書で検査した旨を記載をすることをもって、検査調書に代える

ことができる。 

（部分払） 

第１４５条 収支命令職員は、契約の定めるところにより、工事若しくは製造その他について

の請負契約に係る既済部分又は物件の買入れの契約に係る既納部分に対して、その完済又は

完納前にその代金の一部を支払うことができる。 



5 

 

２ 前項の支払金額は、工事又は製造その他の請負についてはその既済部分に対する代金の額

の１０分の９、物件の買入れについてはその既納部分に対する代金の額を超えることができ

ない。ただし、性質上可分の工事又はその他についての請負契約に係る完済部分に対しては、

その代金の全額までを支払うことができる。 

３ 前項の規定による支払をする場合にあっては、契約の相手方が当該支払の対象となる物件

について危険負担をする旨を契約書に明記しなければならない。 

４ 予算執行職員は、第１項の規定により部分払をしようとするときは、契約の相手方から一

部履行届を提出させなければならない。 

５ 第１４３条第３項及び前条の規定は、前項の一部履行届の提出があった場合に準用する。 

第２節 一般競争入札 

（入札の公告） 

第１４６条 契約担当課長は、一般競争入札に付そうとするときは、入札期日の前日から起算

して、次に掲げる期間をおいて公報、新聞その他の方法により公告しなければならない。た

だし、契約担当課長がやむを得ない理由があると認めるときは、第２号及び第３号の期間を

５日以内に限り、短縮することができる。 

(1) 予定価格が５００万円未満のものは１日以上 

(2) 予定価格が５００万円以上５，０００万円未満のものは１０日以上 

(3) 予定価格が５，０００万円以上のものは１５日以上 

（入札について公告する事項） 

第１４７条 前条の規定による公告は、次に掲げる事項について行うものとする。 

(1) 一般競争入札に付する事項 

(2) 契約条項を示す場所及び日時に関する事項 

(3) 入札及び開札の場所及び日時 

(4) 競争加入資格の制限をしたときは、その制限 

(5) 入札に参加する資格を有することについて課長等の確認を受けなければならない旨 

(6) 入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反した

入札は無効とする旨 

(7) 入札保証金に関する事項 

(8) 入札に当たっては、この規則の各条項を尊重しなければならない旨 

(9) その他必要な事項 

（契約担当課長等の責務） 

第１４８条 契約担当課長又は課長等は、入札に参加しようとする者（以下「入札者」という。）

が契約条項その他関係書類及び現場等を熟知する等により入札価格を決定するために必要

な便宜を図るよう努めなければならない。 

（入札保証金等） 

第１４９条 入札者は、現金又は第２０１条第１項各号に掲げる有価証券をもって、入札金額

の１００分の５以上の入札保証金を、契約担当課長があらかじめ指定する日までに歳入歳出

外現金等納付書（電子入札の場合にあっては、書留郵便又はこれに準ずると市長が認める方

法（以下「書留郵便等」という。）により、会計管理者に対し納入しなければならない。 

２ 前項の規定による入札保証金の納付があったときは、会計管理者は、歳入歳出外現金等領

収証書を当該入札者に交付しなければならない。 

３ 契約担当課長は、一般競争入札を執行しようとするときは、入札者をして前項の規定によ

り交付を受けた歳入歳出外現金等領収証書を提示させ、その確認をしなければならない。た

だし、第１５６条第１項ただし書の規定による入札（以下「郵便等による入札」という。）

及び電子入札の場合にあっては、当該歳入歳出外現金等領収証書の確認を要しない。 

（入札保証金の免除） 

第１５０条 前条の規定にかかわらず、契約担当課長は、次の各号のいずれかに該当する場合

については、入札保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。ただし、この場合
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にあっては、該当する入札者の全部について入札保証金の全部又は一部の納付が免除されな

ければならない。 

(1) 入札者が保険会社との間に市を被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。 

(2) 競争入札に付する場合において、入札者が施行令第１６７条の５及び第１６７条の１

１の規定に基づき市長が別に定める資格を有する者で契約を締結しないこととなるおそ

れがないものであると認められるとき。 

（入札保証金の還付） 

第１５１条 入札保証金は、開札（再入札の開札を含む。）完了後入札者から歳入歳出外現金

等還付請求書の提出を受けて還付する。ただし、落札者の納付した入札保証金は、当該契約

について契約書を交換したときにおいて契約保証金の全部又は一部に充当するものとする。 

２ 第１４０条第１項の規定により仮契約を締結した者が納入した入札保証金は、当該契約に

ついて議会の同意が得られなかった場合においては、同条第２項の規定による通知をすると

きに還付するものとする。 

（入札保証金の受入れ及び払出しの手続） 

第１５２条 入札保証金の受入れ及び払出しの手続については、収入及び支出の例による。 

（予定価格の作成等） 

第１５３条 予算執行職員（契約検査課において契約に関する事務を行う場合にあっては、市

長又は第３条の規定により市長の権限を専決する副市長、財務部長若しくは契約検査課長。

以下この条において同じ。）は、一般競争入札により支出の原因となる契約をしようとする

ときは、当該事項に関する仕様書及び設計書等により、入札に付する事項の予定価格を定め

なければならない。 

２ 予算執行職員は、予定価格を定めたときは、市長が別に定める予定価格書（以下「予定価

格書」という。）に記載し、それを封筒に入れて封印し、保管しなければならない。 

３ 予算執行職員は、前項の規定にかかわらず、市長が定めるところにより、入札に付する前

に予定価格を公表することができる。この場合においては、予定価格書を封筒に入れて封印

することを要しない。 

４ 契約担当課長は、予定価格書を入れた封筒（前項の規定により予定価格書を封筒に入れて

封印しなかった場合にあっては、予定価格書）を開札の際、開札場所に置かなければならな

い。 

５ 予算執行職員は、一般競争入札により収入の原因となるような契約を締結しようとすると

きは、当該契約の目的物についてあらかじめ予定価格を設け、これを第１４６条の規定によ

る公告において明らかにすることができる。 

（予定価格の決定方法） 

第１５４条 前条第１項の規定による予定価格は、一般競争入札に付する事項の価格の総額に

ついて定めなければならない。ただし、一定期間継続してする製造、修理、加工、売買、供

給及び使用等の契約においては、単価についてその予定価格を定めることができる。 

２ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務について、取引の実例価格、需給の状況、履

行の難易、数量の多少及び履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 

（落札価格の制限） 

第１５５条 一般競争入札により、工事又は製造の請負契約をしようとする場合において、最

低制限価格を設けようとする場合には、第１５３条第１項から第４項までの規定を準用する。 

２ 前項により最低制限価格を設けたときは、第１４６条の公告においてその旨を明らかにし

なければならない。 

（入札の方法） 

第１５６条 入札は、指定の日時及び場所において、入札書を提出することにより行わなけれ

ばならない。ただし、やむを得ない理由があるときは、入札書を書留郵便等で提出して行う

ことができる。 

２ 郵便等による入札をするときは、封書の表に「何々入札書在中」と朱書しなければならな
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い。 

（電子入札の方法） 

第１５６条の２ 前条の規定にかかわらず、契約担当課長は、入札を電子入札の方法により行

わせることができる。 

２ 電子入札に参加する者は、前条第１項の入札書の提出に代えて、電子入札システムに入札

金額その他必要な事項を入力することにより入札しなければならない。 

（代理入札） 

第１５７条 契約担当課長は、代理人に入札に関する行為をさせようとする者に対しては、契

約担当課長が別に定める方法により代理権を確認することができる場合を除き、入札開始日

時までに委任状を提出させ、代理権について確認しなければならない。 

（入札価格の表示効力等） 

第１５７条の２ 総額をもって落札を定める場合においては、その内訳に誤りがあっても入札

の効力を妨げない。単価をもってこれを定める場合において、その総額に誤りがあるときも、

また同様とする。 

２ 契約検査課長は、総額をもって定める落札の内訳に不適当と認めることがあるときは、落

札者にこれを訂正させなければならない。 

（入札の時期） 

第１５８条 入札は、公告した入札開始日時から入札締切日時までの間に契約担当課長の指示

に従い行わなければならない。 

２ 入札者は、契約担当課長の入札開始日時及び入札締切日時の認定に対して異議を申し立て

ることができない。 

（開札） 

第１５９条 契約担当課長は、入札が終わったときは、入札締切日時経過後直ちに公告で示し

た場所で、入札者（入札者が立ち会わない場合（ただし書の規定により入札者の立会いを要

しない場合を含む。）にあっては、当該入札事務に関係のない職員）の立会いの上開札しな

ければならない。ただし、郵便等による入札及び電子入札の場合は、入札者の立会いを要し

ない。 

２ 入札者は、その提出した入札書（電子入札の場合にあっては、電子入札システムに入力し

た事項）の書換え、引換え又は撤回をすることができない。 

３ 契約担当課長は、第１項の規定による開札により落札者が決定したときは、電子入札以外

の方法による入札の場合にあってはその場で直ちに出席者に公表するとともに、落札者に対

して口頭又は書面により、電子入札による入札の場合にあっては電子入札システムを使用し

て通知しなければならない。 

４ 契約担当課長は、入札の結果について第１項に規定する立会職員の確認を受けて入札調書

を作成しなければならない。 

（無効入札） 

第１６０条 契約担当課長は、次の各号のいずれかに該当する入札は無効として取り扱うもの

とする。 

(1) 入札に参加するに必要な資格のない者のした入札又は第１５７条の規定による代理権

の確認を受けない代理人がした入札 

(2) 入札書の記載事項中、入札金額又は入札者の氏名その他主要な事項が識別し難い入札 

(3) 入札保証金を納付しない者又は入札保証金が第１４９条第１項に規定する額に達しな

い者がした入札 

(4) 郵便等による入札であって、公告で別に指定しない場合において入札開始日時までに

到着せず、又は書留郵便等以外の方法によった入札 

(5) 電子入札であって、第１５８条第１項の入札締切日時までに入札金額その他必要な事

項が電子入札システムにより市の使用に係る電子計算組織に記録されないもの 

(6) 同一の入札者が２以上の入札をしたときは、その全部の入札 
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(7) 脅迫その他不正の行為によってした入札 

(8) その他入札に関する条件に違反した入札 

２ 契約担当課長は、入札者が不当に価格を競り上げ、又は競り下げる目的をもって連合その

他不正の行為をしたと認めるときは、その入札の全部を無効とすることができる。 

３ 入札の効力は、契約担当課長が決定する。この場合において、入札者は、その決定に対し

て異議を申し立てることができない。 

（最低価格の入札者以外の者を落札者とする場合） 

第１６１条 契約検査課長は、施行令第１６７条の１０第１項の規定により予定価格の範囲内

で最低の価格をもって申込みをした者以外の者を落札者としようとするときには、当該最低

価格をもって申込みをした者と契約を結ぶことにより、当該契約の内容に適合した履行がな

されないおそれがあると認める理由又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序

を乱すおそれがあると認める理由を付して市長の承認を受けなければならない。 

２ 契約検査課長は、前項の措置をとるに当たっては、市長があらかじめ指定する専門的知識

を有する者の意見を聴かなければならない。 

（入札の打切り） 

第１６２条 落札者の決定後、郵便等による入札及び電子入札以外の方法による入札の場合に

あってはその場で直ちに、郵便等による入札及び電子入札の場合にあっては第１５９条第３

項の規定による通知を受けた後に当該落札者が入札の取消しをする旨申し出たときは、当該

落札者以外に落札者となるべき価格を入札した者があっても、その者を落札者としない。 

（再入札） 

第１６３条 契約担当課長は、初度の入札において落札者がない場合にその差額が僅かである

と認めるときは、入札条件を変更しないで電子入札以外の方法による入札の場合にあっては

その場で直ちに、電子入札の場合にあっては契約担当課長が入札の時期を指定して再入札に

付することができる。ただし、再入札は２回を限度とする。 

２ 再入札の場合の入札保証金は、第１４９条の規定にかかわらず、初度の入札において納付

した額とする。 

３ 初度の入札において郵便等による入札をした者並びに初度の入札及び第１回の再入札に

おいて第１６０条の規定に該当する無効入札をした者は、再入札に加わることができない。 

４ 契約担当課長は、再入札に付そうとするときは、その旨並びに前項の規定により再入札に

参加できない者並びに入札開始日時及び入札締切日時をあらかじめ電子入札以外の方法に

よる入札の場合にあっては口頭又は書面で、電子入札の場合にあっては電子入札システムを

使用して、当該再入札に参加しようとする者に公表しなければならない。 

（入札中止等） 

第１６４条 契約担当課長は、不正が行われるおそれがあると認めるとき、又は天災地変その

他やむを得ない理由が生じたときは、入札を中止し、又は入札期日を延期することができる。 

２ 契約担当課長は、前項の規定により入札を中止し、又は入札期日を延期したときは、速や

かにその理由及びその旨を入札の公告と同様の方法により公告しなければならない。この場

合において、電子入札により入札した者に対しては、併せて電子入札システムを使用して通

知しなければならない。 

３ 契約担当課長は、第１項の規定により入札を中止し、又は入札期日を延期した場合におい

て、郵便等による入札が到着したときは、開札しないで直ちにこれを返送しなければならな

い。 

（公告期間の短縮） 

第１６５条 入札者若しくは落札者がない場合又は落札者が契約を締結しない場合において、

更に入札に付そうとするときは、第１４６条ただし書の規定を準用する。 

第３節 指名競争入札 

（指名競争参加人数） 

第１６６条 契約担当課長は、指名競争入札に付そうとするときは、なるべく３人以上の入札
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者を指名しなければならない。 

（指名通知） 

第１６７条 契約担当課長は、前条の規定により相手方を指名したときは、第１４６条の規定

に準じ、相当の見積期間をおいて第１４７条各号に掲げる事項を指名した者に通知しなけれ

ばならない。 

（一般競争入札に関する規定の準用） 

第１６８条 指名競争入札に関しては、前２条に定めるものを除いては、一般競争入札に関す

る規定を準用する。 

第４節 随意契約 

（随意契約の手続） 

第１６９条 契約担当課長は、随意契約をしようとするときは、なるべく２人以上の者から見

積書を徴さなければならない。ただし、国若しくは地方公共団体と契約しようとするとき、

生鮮食料品等で見積書を徴する暇がないとき、官報その他のもので価格が確定し、見積書を

徴する必要がないとき、又は市長が別に定めるときは、この限りでない。 

２ 契約担当課長は、随意契約をする場合においては、経費執行伺にその根拠規定を記載しな

ければならない。 

（予定価格の決定） 

第１７０条 随意契約をしようとするときは、あらかじめ第１５３条の規定に準じて予定価格

を定めなければならない。ただし、官報その他のもので価格が確定し、見積書を徴する必要

がない場合は、当該価格を予定価格とすることができる。 

２ 契約担当課長は、前項ただし書に規定する場合その他市長が別に指定する要件に該当する

場合は、予定価格書の作成を省略することができる。この場合において、契約担当課長は、

市長が別に定める書面に予定価格を記載しなければならない。 

（随意契約の相手方） 

第１７１条 施行令第１６７条の４に該当する者は、随意契約の相手方とすることができない。 

第５節 競り売り 

第１７２条 用地管財課長は、動産の売払いで当該契約の性質が競り売りに適している場合に

は、一般競争入札の規定に準じて競り売りに付することができる。 

第６節 建設工事の特例 

（建設工事請負契約の特例） 

第１７３条 契約検査課長は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定す

る建設工事の請負契約を締結する場合には、同条第３項に規定する建設業者であるかどうか

確認しなければならない。 

２ 建設工事請負契約については、特別の事情がある場合を除いては、第１３６条第１項の規

定にかかわらず、別記建設工事請負基準約款により契約するものとする。 

３ 契約検査課長は、建設工事請負契約については、第１３７条第１号から第６号までに掲げ

る事項及び別記建設工事請負基準約款に従う旨を記載した契約書を作成し、契約の相手方が

確定した日から７日以内に契約書を交換しなければならない。ただし、その価格が１３０万

円を超えない場合には、契約の相手方の工事請書をもって建設工事請負契約書に代えること

ができる。 

（請負代金内訳書等） 

第１７４条 契約検査課長は、建設工事請負契約書に添える必要があると認めるときは、契約

の相手方に対し、契約締結の日から起算して７日以内に請負代金内訳書及び工程表を提出さ

せることができる。 

（工事着手時期及び工期の起算） 

第１７５条 建設工事の契約者は、入札の公告又は指名の通知において別に指定をしない場合

は、契約締結の日から起算して７日以内に工事に着手しなければならない。ただし、天災地

変その他やむを得ない理由により予定時期までに着手できない場合において契約検査課長
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の承認を得たときは、この限りでない。 

２ 建設工事の工事期間は、入札の公告又は指名の通知において指定をしない場合は、契約締

結の日から起算する。 

（工事着手時期及び工期の起算の特例） 

第１７６条 前条第１項本文の規定にかかわらず、予算執行職員が入札の公告又は指名の通知

において工事の施工の時期を選択することができる旨の指定をした建設工事であって、第１

５９条第３項（第１６８条において準用する場合を含む。）の規定による落札通知を受けた

日から起算して７日以内に工事の施工の時期について予算執行職員の承認を得たものにつ

いては、建設工事の契約者は、当該承認を得た工事の施工の時期の開始の日から起算して７

日以内に工事に着手しなければならない。 

２ 前条第２項の規定にかかわらず、前項の承認を得た建設工事の工事期間は、当該承認を得

た工事の施工の時期の開始の日から起算する。 

（工事着手届） 

第１７７条 建設工事の契約者は、工事に着手したときは、速やかにその旨を課長等に届出し

なければならない。ただし、第１７３条第３項ただし書の規定により契約の相手方の工事請

書をもって建設工事請負契約書に代えた場合は、書面による届出を省略することができる。 

 



令和６年度発注状況総括表 【工事】 上越市

対前年比

件数 金額（千円） 件数 金額（千円）① 件数 金額（千円）② ①÷②

土木 21 1,063,480 53 3,130,765 68 3,075,743 101.79%

建築 0 0 13 801,471 15 1,250,810 64.08%

電気 0 0 8 795,080 4 172,150 461.85%

管 0 0 7 333,795 11 569,541 58.61%

舗装 3 69,817 4 112,761 3 83,700 134.72%

その他 2 90,728 9 442,123 7 506,442 87.30%

計 26 1,224,025 94 5,615,995 108 5,658,386 99.25%

土木 31 189,276 95 624,691 109 779,233 80.17%

建築 4 21,066 40 187,902 62 280,929 66.89%

電気 13 184,074 69 553,166 57 364,705 151.67%

管 3 19,855 55 248,820 67 282,157 88.18%

舗装 23 173,965 43 294,074 56 389,418 75.52%

その他 15 93,686 69 284,093 79 356,123 79.77%

計 89 681,922 371 2,192,746 430 2,452,565 89.41%

土木 0 0 0 0 0 0 -

建築 0 0 0 0 2 4,188 -

電気 0 0 0 0 1 1,870 -

管 0 0 2 16,060 2 22,770 70.53%

舗装 0 0 0 0 0 0 -

その他 1 5,225 13 297,701 11 138,734 214.58%

計 1 5,225 15 313,761 16 167,562 187.25%

土木 52 1,252,756 148 3,755,456 177 3,854,976 97.42%

建築 4 21,066 53 989,373 79 1,535,927 64.42%

電気 13 184,074 77 1,348,246 62 538,725 250.27%

管 3 19,855 64 598,675 80 874,468 68.46%

舗装 26 243,782 47 406,835 59 473,118 85.99%

その他 18 189,639 91 1,023,917 97 1,001,299 102.26%

計 116 1,911,172 480 8,122,502 554 8,278,513 98.12%

資料　５－１

契約の方法 種類
R6/11/1～R7/3/31 R6年度（4/1～3/31） R5年度（4/1～3/31）

制限付き
一般競争入札

指名競争入札

随意契約

合　　　　計

平均落札率 96.19% 94.97% 95.47%

1



令和６年度発注状況総括表 【委託】 上越市

対前年比

件数 金額（千円） 件数 金額（千円）① 件数 金額（千円）② ①÷②

設計 0 0 0 0 0 0 -

監理 0 0 0 0 0 0 -

測量 0 0 0 0 0 0 -

調査 0 0 0 0 0 0 -

その他 0 0 0 0 0 0 -

計 0 0 0 0 0 0 -

設計 9 82,940 28 256,724 41 465,807 55.11%

監理 0 0 0 0 0 0 -

測量 0 0 31 76,586 28 97,552 78.51%

調査 3 5,005 34 96,944 14 149,444 64.87%

その他 20 226,018 196 650,506 207 686,780 94.72%

計 32 313,963 289 1,080,760 290 1,399,583 77.22%

設計 0 0 7 29,337 10 99,088 29.61%

監理 2 15,290 10 63,910 4 24,519 260.66%

測量 0 0 0 0 0 0 -

調査 0 0 2 34,837 1 1,386 2513.49%

その他 28 122,184 117 645,235 132 838,767 76.93%

計 30 137,474 136 773,319 147 963,760 80.24%

設計 9 82,940 35 286,061 51 564,895 50.64%

監理 2 15,290 10 63,910 4 24,519 260.66%

測量 0 0 31 76,586 28 97,552 78.51%

調査 3 5,005 36 131,781 15 150,830 87.37%

その他 48 348,202 313 1,295,741 339 1,525,547 84.94%

計 62 451,437 425 1,854,079 437 2,363,343 78.45%

契約の方法 種類
R6/11/1～R7/3/31 R6年度（4/1～3/31） R5年度（4/1～3/31）

94.77% 94.17%

制限付き
一般競争入札

指名競争入札

随意契約

合　　　　計

平均落札率 96.98%

2



令和６年度発注状況総括表 【物品・印刷・賃貸借】 上越市

対前年比

件数 金額（千円） 件数 金額（千円）① 件数 金額（千円）② ①÷②

物品 2 126,720 2 126,720 7 407,440 31.10%

印刷 0 0 0 0 0 0 -

賃貸借 0 0 0 0 0 0 -

計 2 126,720 2 126,720 7 407,440 31.10%

物品 19 214,312 169 663,313 160 743,780 89.18%

印刷 9 12,802 17 22,628 20 19,613 115.37%

賃貸借 3 10,016 16 73,375 19 27,641 265.46%

計 31 237,130 202 759,316 199 791,034 95.99%

物品 3 13,276 57 155,245 355 231,557 67.04%

印刷 1 2,917 11 15,742 81 32,310 48.72%

賃貸借 9 2,120 37 63,226 41 124,992 50.58%

計 13 18,313 105 234,213 477 388,859 60.23%

物品 24 354,308 228 945,278 522 1,382,777 68.36%

印刷 10 15,719 28 38,370 101 51,923 73.90%

賃貸借 12 12,136 53 136,601 60 152,633 89.50%

計 46 382,163 309 1,120,249 683 1,587,333 70.57%

86.70% 89.67%

制限付き
一般競争入札

指名競争入札

随意契約

合　　　　計

平均落札率 91.12%

契約の方法 種類
R6/11/1～R7/3/31 R6年度（4/1～3/31） R5年度（4/1～3/31）

3



令和６年度発注状況総括表 【工事】 上越市ガス水道局

対前年比

件数 金額（千円） 件数 金額（千円）① 件数 金額（千円）② ①÷②

土木 0 0 1 261,800 0 0 -

建築 0 0 1 23,430 0 0 -

電気 0 0 4 102,784 0 0 -

管 0 0 1 18,156 2 55,000 33.01%

舗装 0 0 0 0 1 17,354 -

本管 20 550,473 95 2,681,668 106 2,864,263 93.63%

その他 1 38,280 4 215,270 7 746,878 28.82%

計 21 588,753 106 3,303,108 116 3,683,495 89.67%

土木 1 7,161 5 32,120 8 38,823 82.73%

建築 0 0 2 7,777 3 21,080 36.89%

電気 0 0 11 41,976 19 111,496 37.65%

管 0 0 2 5,280 7 20,570 25.67%

舗装 0 0 12 75,218 13 104,016 72.31%

本管 0 0 0 0 0 0 -

その他 0 0 21 110,176 19 124,454 88.53%

計 1 7,161 53 272,547 69 420,439 64.82%

土木 0 0 0 0 0 0 -

建築 0 0 0 0 0 0 -

電気 0 0 0 0 0 0 -

管 0 0 0 0 0 0 -

舗装 0 0 0 0 0 0 -

本管 0 0 0 0 0 0 -

その他 1 1,620 1 1,620 0 0 -

計 1 1,620 1 1,620 0 0 -

土木 1 7,161 6 293,920 8 38,823 757.08%

建築 0 0 3 31,207 3 21,080 148.04%

電気 0 0 15 144,760 19 111,496 129.83%

管 0 0 3 23,436 9 75,570 31.01%

舗装 0 0 12 75,218 14 121,370 61.97%

本管 20 550,473 95 2,681,668 106 2,864,263 93.63%

その他 2 39,900 26 327,066 26 871,332 37.54%

計 23 597,534 160 3,577,275 185 4,103,934 87.17%

93.38% 89.70%

制限付き
一般競争入札

指名競争入札

随意契約

合　　　　計

平均落札率 92.06%

資料　５－２

契約の方法 種類
R6/11/1～R7/3/31 R6年度（4/1～3/31） R5年度（4/1～3/31）

4



令和６年度発注状況総括表 【委託】 上越市ガス水道局

対前年比

件数 金額（千円） 件数 金額（千円）① 件数 金額（千円）② ①÷②

設計 0 0 0 0 0 0 -

監理 0 0 0 0 0 0 -

測量 0 0 0 0 0 0 -

調査 0 0 0 0 0 0 -

その他 0 0 1 778,800 0 0 -

計 0 0 1 778,800 0 0 -

設計 0 0 1 11,858 1 9,460 125.35%

監理 0 0 0 0 0 0 -

測量 0 0 1 1,106 0 0 -

調査 0 0 1 897 1 2,530 35.45%

その他 5 9,811 21 64,278 18 53,168 120.90%

計 5 9,811 24 78,139 20 65,158 119.92%

設計 0 0 0 0 0 0 -

監理 0 0 0 0 0 0 -

測量 0 0 0 0 0 0 -

調査 0 0 1 2,766 0 0 -

その他 3 4,752 8 13,941 3 6,238 223.49%

計 3 4,752 9 16,707 3 6,238 267.83%

設計 0 0 1 11,858 1 9,460 125.35%

監理 0 0 0 0 0 0 -

測量 0 0 1 1,106 0 0 -

調査 0 0 2 3,663 1 2,530 144.78%

その他 8 14,563 30 857,019 21 59,406 1442.65%

計 8 14,563 34 873,646 23 71,396 1223.66%

92.12% 88.02%

制限付き
一般競争入札

指名競争入札

随意契約

合　　　　計

平均落札率 88.54%

契約の方法 種類
R6/11/1～R7/3/31 R6年度（4/1～3/31） R5年度（4/1～3/31）

5



令和６年度発注状況総括表 【物品・印刷・賃貸借】 上越市ガス水道局

対前年比

件数 金額（千円） 件数 金額（千円）① 件数 金額（千円）② ①÷②

物品 0 0 0 0 0 0 -

印刷 0 0 0 0 0 0 -

賃貸借 0 0 0 0 0 0 -

計 0 0 0 0 0 0 -

物品 5 36,324 23 146,268 22 101,830 143.64%

印刷 1 2,160 1 2,160 0 0 -

賃貸借 0 0 0 0 0 0 -

計 6 38,484 24 148,428 22 101,830 145.76%

物品 0 0 1 61,600 1 1,430 4307.69%

印刷 0 0 0 0 0 0 -

賃貸借 0 0 0 0 0 0 -

計 0 0 1 61,600 1 1,430 4307.69%

物品 5 36,324 24 207,868 23 103,260 201.31%

印刷 1 2,160 1 2,160 0 0 -

賃貸借 0 0 0 0 0 0 -

計 6 38,484 25 210,028 23 103,260 203.40%

89.81% 86.45%

制限付き
一般競争入札

指名競争入札

随意契約

合　　　　計

平均落札率 96.71%

契約の方法 種類
R6/11/1～R7/3/31 R6年度（4/1～3/31） R5年度（4/1～3/31）

6



 

指名停止措置状況の報告（令和 6年 11 月 1 日から令和 7年 3月 31 日まで） 

 

 

業  者  名 一般財団法人 上越市環境衛生公社 上越市春日新田 5丁目 21番 15 号 

指名停止期間  

・上越市 

令和 6年 11 月 26 日から令和 7年 1月 25 日まで（2箇月） 

・上越市ガス水道局 

令和 6年 11 月 26 日から令和 7年 1月 25 日まで（2箇月） 

指名停止の事由 

上越市が発注する頸城区頸城中部地区他農業集落排水処理場等維持管理

業務委託（頸城区榎井地内）において、令和 6年 7月 4日、作業員 1名が保

守点検作業中にマンホール内で死亡した。この事故により当該事業者は、11

月 8 日、労働安全衛生法違反の疑いで上越労働基準監督署から新潟地方検察

庁高田支部へ書類送検された。 

このことが、上越市物品調達等業者指名停止措置要領第 2条による別表第

3号（不適切な安全管理の措置により生じた損害等）及び上越市ガス水道局

建設工事請負業者指名停止措置要領第 2条及び別表第 3号（不適切な安全管

理の措置により生じた損害等）に該当するため。 

 
 

業  者  名 株式会社 バイオポリ上越 上越市大字辰尾新田 1番地 

指名停止期間  

・上越市 

令和 7年 1月 17 日から令和 7年 5月 8日まで（16週間） 

・上越市ガス水道局 

令和 7年 1月 17 日から令和 7年 5月 8日まで（16週間） 

指名停止の事由 

当市発注の｢令和 6 年度燃やせるごみ指定袋作製業務(その 2)・（その 3）

委託｣及び｢令和 6 年度生ごみ指定袋作製業務(その 2)・（その 3）委託｣にお

いて、従業員の病欠や退職による人員不足など受注者の責による理由で納入

期限までに製品を納品できず、納期延長を繰り返し（4回）行ったもの。 

このことが、上越市物品調達等業者指名停止措置要領第 2 条別表第 2 号

（契約違反）及び同要領第 4条第 2項（指名停止の期間の特例）及び上越市

ガス水道局物品調達等業者指名停止措置要領第 2条による別表第 2号（契約

違反）及び同要領第 4条第 2項（指名停止の期間の特例）に該当するため。 

 

資料 ６ 



 

 

抽出案件の概要（上越市－№1） 

 

件  名 旧橋撤去 工事 

担当課：道路課 

工事場所 大字今泉他 地内 入 札 日 令和 6年 11 月 18 日 

工  期 令和 6年 11 月 22 日 から 令和 7年 3月 15 日 まで （114 日間） 

概  要 

○旧橋の撤去工事を行う。 

○上部解体工 

 解体工 木造構造物 A=35.79 ㎡、鉄管撤去 L=16m、運搬・処分 ほか  

○下部解体工 

 解体工 鉄筋コンクリート構造物 橋脚部 10.5 ㎡、解体工 基礎部 1.8 ㎡、 

運搬・処分  

○護岸復旧工 盛土整形、練石積工 A=10 ㎡  

○付帯工 ガードレール設置 再利用 L=16m、新規 L=8m 

※令和 7年 1月 14 日に変更契約 

変更内容：当初予定していたよりも鉄筋コンクリート構造物が少なかったこと

から解体工及び処分を減工したもの。 

契約方法 指名競争入札 工種等及び等級 土木一式・Ⅾ 

選定理由 
・工事の安全管理、施工管理面を考慮し、土木Ａ、Ｂランク業者を地理的要件

により選定 

 
   単位：円(税込み) 

予定価格 3,267,000 制限価格 － 落札率 99.33％ 

当初契約額 3,245,000 変更後の契約額 3,004,100 減額 240,900 

 

予定価格 2,970,000 制限価格 － 
単位：円(税抜き) 

業者名 
入札金額 

備 考 
第１回 第２回 第３回 

1 大和土建工業（株） 2,950,000   落札決定 

2 田中運輸機工（株） 2,970,000    

3 大栄建設（株） 3,000,000    

4 丸世建設（株） 3,000,000    

5 市川建設（株） 3,050,000    

6 （株）清水土木工業 3,150,000    

7 阪田建設（株） 3,200,000    

8 （株）やまいち建設 3,220,000    

 

 

資料 ７ 

【抽出理由】 

落札率が高い。 



 

 

抽出案件の概要（上越市－№2） 

 

件  名 河川しゅんせつ 工事 

担当課：河川海岸砂防課 

工事場所 大字東中島 地内 入 札 日 令和 6年 11 月 29 日 

工  期 令和 6年 12 月 6日 から 令和 7年 3月 15 日 まで （100 日間） 

概  要 

○洪水時に河川の流水を阻害する可能性がある樹木を伐採する。 

・工事延長 L=460.0ｍ  

・伐木工 A=5,300 ㎡、集積（機械、人力）、積込・運搬、処分  

・仮設工 一式 

※令和 7年 3月 14 日に変更契約 

変更内容：現地精査の結果、河道を阻害している雑木の伐採を増工したもの。 

契約方法 指名競争入札 工種等及び等級 土木一式・Ｂ 

選定理由 ・土木のＡ、Ｂランク業者を地理的要件により選定 

 
   単位：円(税込み) 

予定価格 17,050,000 制限価格 －  落札率 100％ 

当初契約額 17,050,000 変更後の契約額 17,235,900 増額 185,900 

 

予定価格 15,500,000 制限価格 －  
単位：円(税抜き) 

網掛けは参考見積徴取業者 

業者名 
入札金額 

備 考 
第１回 第２回 第３回 

1 （有）一成建設 15,500,000   落札決定 

2 （株）杉政建設 16,100,000    

3 （有）塚林組 16,900,000    

4 （株）高橋建設 17,000,000    

5 （株）頸城建工 17,300,000    

6 （有）雄志建設 17,350,000    

7 （株）松沢建設 17,700,000    

8 （株）マキタ創建 17,800,000    

9 （株）工藤工業 17,800,000    

10 （株）北陸土建 18,000,000    

11 （株）アイシン 18,100,000    

12 水巳建設（株） 18,250,000    

13 （株）久保田土木 18,860,000    

14 上越マテリアル（株） 辞退     

 

 

  

【抽出理由】 

落札率が 100％ 



 

 

抽出案件の概要（上越市－№3） 

 

件  名 古川公園遊具更新 工事 

担当課：都市整備課 

工事場所 七ケ所新田 地内 入 札 日 令和 7年 3月 10 日 

工  期 令和 7年 3月 12 日 から 令和 7年 6月 9日 まで （90 日間） 

概  要 

○古川公園内の遊具を設置・撤去する。 

・遊具設置工 ジャングルジム 一基  

・遊具撤去工 ジャングルジム 一基 

契約方法 指名競争入札 工種等及び等級 土木一式・Ｄ 

選定理由 土木のＣ、Ｄランク業者を地理的要件により選定 

 
   単位：円(税込み) 

予定価格 1,980,000 制限価格 1,804,000 落札率 100％ 

当初契約額 1,980,000 変更後の契約額 －  増額・減額 －  

 

予定価格 1,800,000 制限価格 1,640,000 
単位：円(税抜き) 

業者名 
入札金額 

備 考 
第１回 第２回 第３回 

1 （株）関建設 1,800,000   落札決定 

2 （有）市川土木 1,850,000    

3 （株）セーフティメンテ 辞退     

4 さくら建設（株） 辞退     

5 （株）サワイ 辞退     

6 （株）ワイズ 辞退     

7 （株）エスコート 辞退     

8 （株）フェイスエンジニアリング 辞退     

 

 

 

 

 

  

【抽出理由】 

落札率が 100％ 

遊具更新の落札率が高くなる理由 



 

 

抽出案件の概要（上越市－№4） 

 

件  名 北諏訪小学校玄関スロープ設置 工事 

担当課：教育総務課 

工事場所 大字上千原 地内 入 札 日 令和 7年 3月 10 日 

工  期 令和 7年 3月 18 日 から 令和 7年 7月 31 日 まで （136 日間） 

概  要 

○北諏訪小学校の玄関にスロープを設置する。 

・直接仮設工事 ・撤去工事 ・躯体工事 ・手摺工事 ・復旧工事 

・スロープ設置工事 ほか 

契約方法 指名競争入札 工種等及び等級 建築一式・Ｂ 

選定理由 
元施工業者、参考見積業者のほか、工事の安全管理、施工管理面を考慮し、建

築Ａ、Ｂランク業者を地理的要件により選定 

 
 単位：円(税込み) 

予定価格 9,075,000 制限価格 －  落札率 100％ 

当初契約額 9,075,000 変更後の契約額 －  増額・減額 －  

 

予定価格 8,250,000 制限価格 －  
単位：円(税抜き) 

網掛けは参考見積徴取業者 

業者名 
入札金額 

備 考 
第１回 第２回 第３回 

1 （株）大島組 8,250,000   落札決定 

2 中田建設（株） 8,400,000    

3 （株）高舘組 8,500,000    

4 （株）杉政建設 8,550,000    

5 （株）松沢建設 8,650,000    

6 田辺建設（株） 8,750,000    

7 （株）井澤建設 8,800,000    

8 相村建設（株） 8,850,000    

9 （株）サトウ産業 8,880,000    

10 （株）頸城建工 8,900,000    

11 （株）清水組 辞退    

12 （株）竹田工務店 辞退    

13 上越木材興業（株） 辞退    

14 （株）草間組 辞退    

 

 

 

 

  

【抽出理由】 

 落札率が 100％ 



 

 

抽出案件の概要（上越市－№5） 

 

件  名 高田城址公園松くい虫防除（樹幹注入）業務 委託 

担当課：都市整備課  

工事場所 本城町 地内 入 札 日 令和 6年 12 月 12 日 

工  期 令和 6年 12 月 12 日 から 令和 7年 3月 14 日 まで （93 日間） 

概  要 

○目的 

  松くい虫の被害を受けていない健康な松について、樹幹に薬剤を注入する

ことにより、マツノザイセンチュウの侵入増殖防止をする。 

○防除本数及び薬剤数量 

 防除本数…アカマツ・クロマツ 53 本 

 参考薬剤数量…520 本（有効成分：酒石酸モランテル 8.0％、220ml/本の場

合） 

○作業内容 

 ・薬剤 

  ①薬剤は農林水産省の農薬登録を受けている薬剤を使用する。 

  ②樹幹注入剤とする。 

  ③薬効持続期間 6 年以上の薬剤を使用する。 

  ④毒性は普通物、魚毒性はＡ類とする。 

  ⑤使用薬剤は、書面により監督員に報告し、承認を受ける。 

 ・薬剤注入 

  ①薬剤注入をする位置にドリル等で穴を開ける。 

  ②注入孔に薬剤のノズルキャップの根元まで差し込む。 

  ③注入孔を閉塞する。 

契約方法 指名競争入札 業種及び等級 役務・等級なし 

選定理由 参考見積業者のほか、林業認定事業者の中から地理的要件を考慮して選定 

 
   単位：円(税込み) 

予定価格 2,420,000 制限価格 －  落札率 100％ 

当初契約額 2,420,000 変更後の契約額 －  増額・減額 －  

 

予定価格 2,200,000 制限価格 －  
単位：円(税抜き) 
網掛けは参考見積徴取業者 

業者名 
入札金額 

備 考 
第１回 第２回 第３回 

1 くびき野森林組合 2,200,000   落札決定 

2 ゆきぐに森林組合 2,220,000    

3 頸南森林組合 2,240,000    

4 ㈱いぶき 2,245,000    

 
 
 

 

  

【抽出理由】 

落札率が高い。 



 

 

抽出案件の概要（上越市－№6） 

 

件  名 ＦＷＤ調査・補修工法選定業務 委託 

担当課：浦川原区建設グループ（道路課） 

業務場所 浦川原区顕聖寺 地内 入 札 日 令和 7年 3月 14 日 

履行期間 令和 7年 3月 14 日 から 令和 7年 9月 30 日 まで （201 日間） 

概  要 

○市が管理する道路の補修にあたり、ＦＷＤによる舗装構造調査の詳細調査

を行い、最適な補修断面の決定及び補修工法の選定を行う。 

・計測路線 ・1路線 ・調査延長 500ｍ ・測点数 11 ・舗装構成確認 2 

契約方法 指名競争入札 業種及び等級 調査・試験・等級なし 

選定理由 
参考見積業者のほか、市内営業所業者又は県内本社業者でＦＷＤ調査業務の実

績を有する業者を選定 

 
 単位：円(税込み) 

予定価格 1,595,000 制限価格 －  落札率 100％ 

当初契約額 1,595,000 変更後の契約額 －  増額・減額 －  

 

予定価格 1,450,000 制限価格 －  
単位：円(税抜き) 

網掛けは参考見積徴取業者 

業者名 
入札金額 

備 考 
第１回 第２回 第３回 

1 ファインロードコンサルタント（株） 1,450,000   落札決定 

2 福田道路（株） 1,600,000    

3 ニチレキ（株） 1,600,000    

4 （株）オリス 辞退    

 

 

 

 

  

【抽出理由】 

 落札率が高い。 

そもそもこうした案件で何社くらいが指名競争入札の入札参加資格があるかを確認したい。 



 

 

抽出案件の概要（上越市－№7） 

 

件  名 令和 6年度燃やせるごみ指定袋作製業務（その 4） 委託 

担当課：生活環境課  

工事場所 生活環境課他 地内 入 札 日 令和 6年 12 月 20 日 

工  期 令和 6年 12 月 23 日 から 令和 7年 3月 18 日 まで （86 日間） 

概  要 

○目的 

  家庭ごみ収集のための燃やせるごみ指定袋の作製及び市が指定する保管

場所への納品 

○数量 

容 量 数 量 

大（45 ℓ） 384,000 枚 

中（20 ℓ） 765,600 枚 

小（10 ℓ） 422,400 枚 

極小（5 ℓ） 120,000 枚 

計 1,692,000 枚 

○規格等 

 ⑴ 内袋 

  ・素材は、プラスチック製容器包装を再生した素材と資源米などの非食用

米を含有させたバイオマスプラスチックを使用する。 

  ・厚さは、各容量とも 0.03mm とする。 

  ・強度は日本工業規格（ＪＩＳ）Ｚ1702 3 の 1 種Ｂの基準を、性能は同

Ｚ1711 7.2 の 1 種Ｂの基準を満たすこと。 

  ・持ち手部分加工後の完成品を実際に広げる官能検査を複数人で行い、ご

み袋として使用に耐える状態であることを確認する。 

 ⑵ 外袋 

   素材はポリエチレン製、厚さは各容量とも 0.025mm とする。 

○作製・納品 

指定ごみ袋の作製・納品については、最終履行日は令和 7 年 3 月 18 日と

し、その間の具体的な時期については、随時、それぞれの指定ごみ袋の在庫

状況に応じて市から指示する。 

契約方法 随意契約 業種及び等級 役務・等級なし 

選定理由 バイオマス混錬樹脂を製造できる市内唯一の業者を選定 

 
   単位：円(税込み) 

予定価格 29,195,056 制限価格 －  落札率 100％ 

当初契約額 29,195,056 変更後の契約額 －  増額・減額 －  

 

予定価格 26,540,960 制限価格 －  
単位：円(税抜き) 
網掛けは参考見積徴取業者 

業者名 
入札金額 

備 考 
第１回 第２回 第３回 

1 ㈱バイオポリ上越 26,540,960   随意契約 

 

 【抽出理由】 

契約金額の妥当性（前年度との比較）、以前問題となった納入遅れの改善状況。 



 

 

抽出案件の概要（上越市－№8） 

 

件  名 令和 7年度上越市二十歳を祝うつどい記念品 

担当課：社会教育課  

工事場所 社会教育課 入 札 日 令和 7年 1月 20 日 

工  期 令和 7年 1月 20 日 から 令和 7年 2月 28 日 まで （136 日間） 

概  要 

○規格 

 ⑴ 定規 fish（メイド・イン上越認証品） 

   メーカー：新和メッキ工業株式会社 

   材質：TranTixxii®（日本製鉄株式会社製チタン） 

   サイズ：Ｌ177.3×Ｗ23.6×Ｔ0.6（mm） 

   目盛り：15cm で、1mm 刻みの目盛り入り 

 ⑵ 本体への名入れ及び色 

  ・定規裏面に「coming of age ceremony」と市章を名入れする。 

・色は、7色 

○数量 

 1,350 本 

○規格指定の理由 

指定品は、上越市の特産品である「メイド・イン上越」の認証品の中から、

二十歳の門出を祝うとともに、当市ならではのオリジナル性と実用性を兼ね

備えた記念品として実行委員会とともに選定したものであり、異なる物品で

は代替できないため。 

契約方法 随意契約 業種及び等級 物品・等級なし 

選定理由 選定物品の加工販売会社であるため。 

 
   単位：円(税込み) 

予定価格 1,633,500 制限価格 －  落札率 100％ 

当初契約額 1,633,500 変更後の契約額 －  増額・減額 －  

 

予定価格 1,485,000 制限価格 －  
単位：円(税抜き) 
網掛けは参考見積徴取業者 

業者名 
入札金額 

備 考 
第１回 第２回 第３回 

1 新和メッキ工業㈱ 1,485,000   随意契約 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

【抽出理由】 

新和メッキ工業株式会社のチタン製定規で不具合があったという報道があったが、この品物を記

念品に選んだ経緯等について知りたい。 



 

 

抽出案件の概要（上越市ガス水道局－№9） 

 

件  名 可燃性ガス検知器等定期点検業務委託 

担当課：供給計画課（旧施設課） 

業務場所 春日山町 3丁目 1番 63 号 入 札 日 令和 7年 2月 18 日 

履行期間 令和 7年 3月 3日 から 令和 7年 3月 21 日 まで （19 日間） 

概  要 ・可燃性ガス検知器等（84台）の点検・校正・定期消耗部品交換 

契約方法 指名競争入札 業種等及び等級 役務 ・ 等級なし 

選定理由 

・物品入札参加資格者名簿の「ガス計測機器（ガス検知器など）」に登録があ

ること。 

・上越市内に本社を有していること。 

 
 単位：円(税込み) 

予定価格 1,995,708 制限価格 －  落札率 95.35％ 

当初契約額 1,903,000 変更後の契約額 －  増額・減額 － 円 

 

予定価格 1,814,280 制限価格 －  
単位：円(税抜き) 

網掛けは参考見積徴取業者 

業者名 
入札金額 

備 考 
第１回 第２回 第３回 

1 高坂防災㈱ 1,730,000   落札決定 

2 ㈱上越工産 1,750,000    

3 ㈱丸互 1,814,280    

4 ㈱新金谷 1,850,000    

5 えちご上越農業協同組合 辞退    

6 ㈱エム・エー・シー 辞退    

7 ㈱井上商会 辞退    

8 ㈲フルカワ 辞退    

9 ㈱矢野電気工事工業所 辞退    

10 上越技研㈱ 辞退    

11 ㈱ジェック 辞退    

12 不二精研㈱ 辞退    

 

 

 

 

 

【抽出理由】 

 このような委託にしては落札率が高い。 



 

 

抽出案件の概要（上越市ガス水道局－№10） 

 

件  名 上越市ガス水道開閉栓ＷＥＢ予約システムカスタマイズ業務委託 

担当課：総務課 

業務場所 春日山町 3丁目 地内 入 札 日 令和 7年 1月 6日 

履行期間 令和 7年 1月 10 日 から 令和 7年 3月 31 日 まで （81 日間） 

概  要 

繁忙期対応に必要な機能等のカスタマイズ 

 ・日別予約枠設定機能の追加 

 ・閉栓時の転居先欄追加等 

 ・本人以外が申し込む場合の氏名等欄の追加 

 ・本人以外が立ち会う場合の氏名等欄の追加 

 ・立会の方の選択肢追加 

 ・フリガナ欄の追加 

 ・住所の自動入力機能追加 

契約方法 随意契約 業種等及び等級 役務 ・ 等級なし 

選定理由 

上越市ガス水道開閉栓ＷＥＢ予約システムのカスタマイズに当たり、当該シス

テムの開発業者以外では業務履行が不可能であるため、開発業者である㈱グロ

ーバルネットコアを指名（地方公営企業法施行令第 21 条の 13 第 1 項第 2 号

に該当） 

 
 単位：円(税込み) 

予定価格 1,430,000 制限価格 －  落札率 100％ 

当初契約額 1,430,000 変更後の契約額 －  増額・減額 － 円 

 

予定価格 1,300,000 制限価格 －  
単位：円(税抜き) 

業者名 
入札金額 

備 考 
第１回 第２回 第３回 

1 ㈱グローバルネットコア 1,300,000   随意契約 

 

 【抽出理由】 

 随意契約の契約金額が決まった経緯。契約金額の妥当性。 


